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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 1,774,946,918

医業未収金 1,504,023,788

貸倒引当金 △ 353,430 1,503,670,358

未収金 454,732,081

医薬品 32,047,205

診療材料 17,542,989

給食用材料 998,962

貯蔵品 10,320,747

前渡金 648,000

前払費用 55,468,488

その他流動資産 1,595,160

流動資産合計 3,851,970,908

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 18,582,950,011

減価償却累計額 △ 6,391,707,876

減損損失累計額 △ 46,757,937 12,144,484,198

構築物 442,258,621

減価償却累計額 △ 168,704,836 273,553,785

医療用器械備品 2,223,723,258

減価償却累計額 △ 1,945,268,789 278,454,469

その他器械備品 8,456,985,540

減価償却累計額 △ 7,000,300,751 1,456,684,789

車両 3,496,603

減価償却累計額 △ 3,496,599 4

土地 18,705,172,859

建設仮勘定 578,340

その他有形固定資産 1,760,000

有形固定資産合計 32,860,688,444

２　無形固定資産

ソフトウェア 907,991,502

特許権 3,578,590

電話加入権 68,000

特許権仮勘定 24,147,711

無形固定資産合計 935,785,803

３　投資その他の資産

破産更生債権等 7,141,078

貸倒引当金 △ 7,141,078 0

その他投資資産 12,686,764

投資その他の資産合計 12,686,764

固定資産合計 33,809,161,011

資産合計 37,661,131,919

貸　借　対　照　表
（平成３０年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 101,825,870

預り補助金等 3,024,953

預り寄附金 70,811,533

一年以内返済長期借入金 142,020,000

買掛金 288,922,250

未払金 1,651,067,054

一年以内支払リース債務 677,808

未払消費税等 12,478,800

前受金 1,073,400

預り金 264,541,631

未払費用 947,993

引当金

賞与引当金 447,888,531 447,888,531

流動負債合計 2,985,279,823

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 223,408,395

資産見返補助金等 554,336,718

資産見返寄附金 79,846,102

建設仮勘定見返負債 578,340 858,169,555

長期借入金 2,181,464,000

リース債務 960,228

引当金

退職給付引当金 36,732,171

環境対策引当金 7,282,450 44,014,621

資産除去債務 263,939,164

固定負債合計 3,348,547,568

負債合計 6,333,827,391

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 37,329,962,123

資本金合計 37,329,962,123

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 3,421,321,143

損益外減価償却累計額（－） △ 6,665,210,997

損益外減損損失累計額（－） △ 2,002,460

損益外利息費用累計額（－） △ 17,263,813

資本剰余金合計 △ 3,263,156,127

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 △ 2,739,501,468

（うち当期総損失） (△ 196,211,199)

繰越欠損金合計 △ 2,739,501,468

純資産合計 31,327,304,528

負債純資産合計 37,661,131,919
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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

経常費用

業務費

給与費 7,607,732,554
材料費 2,062,547,820
委託費 2,497,792,778
設備関係費 1,606,874,099
経費 1,318,237,406
その他 2,522,162 15,095,706,819

一般管理費

給与費 635,429,047
設備関係費 3,446,554
経費 399,799,364 1,038,674,965

財務費用 31,975,990
その他経常費用 41,716,957

経常費用合計 16,208,074,731

経常収益

運営費交付金収益 3,740,476,574
補助金等収益 189,822,557
業務収益

医業収益 8,555,365,208
研修収益 43,484,576
研究収益 3,092,635,252 11,691,485,036

寄附金収益 24,762,360
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 94,751,311
資産見返補助金等戻入 182,040,674
資産見返寄附金戻入 55,355,023 332,147,008

施設費収益 312,834
財務収益 5,646
その他経常収益 72,250,862

経常収益合計 16,051,262,877
経常損失 △ 156,811,854

臨時損失

固定資産除却損 42,872,410
その他臨時損失 1,037,270 43,909,680

臨時利益

固定資産売却益 2,846,015
その他臨時利益 1,664,320 4,510,335

当期純損失 △ 196,211,199
当期総損失 △ 196,211,199

損　益　計　算　書
（平成29年４月１日～平成３０年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

3



 



【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 8,189,366,444

材料の購入による支出 △ 2,178,062,115

その他の業務支出 △ 4,663,080,883

運営費交付金収入 3,839,399,000

補助金等収入 350,654,510

補助金等の精算による返還金の支出 △ 2,025,339

寄附金収入 21,644,000

医業収入 8,405,624,608

研修収入 42,766,639

研究収入 3,066,547,725

その他の収入 34,272,998

小計 728,374,699

利息の受取額 5,646

利息の支払額 △ 32,084,248

業務活動によるキャッシュ・フロー 696,296,097

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 648,248,512

無形固定資産の売却による収入 2,846,015

無形固定資産の取得による支出 △ 771,577,982

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,416,980,479

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △ 167,576,000
リース債務償還による支出 △ 677,808
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 168,253,808

Ⅳ　資金減少額 △ 888,938,190

Ⅴ　資金期首残高 2,663,885,108

Ⅵ　資金期末残高 1,774,946,918

キャッシュ・フロー計算書
（平成29年４月１日～平成３０年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴精神・神経医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 2,739,501,468

当期総損失 △ 196,211,199

前期繰越⽋損⾦ △ 2,543,290,269

Ⅱ 次期繰越⽋損⾦ △ 2,739,501,468 △ 2,739,501,468

損失の処理に関する書類
（平成３０年８⽉３０⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 15,095,706,819

一般管理費 1,038,674,965

財務費用 31,975,990

その他経常費用 41,716,957

臨時損失 43,909,680 16,251,984,411

（２）（控除）自己収入等

医業収益 △ 8,555,365,208

研修収益 △ 43,484,576

研究収益 △ 2,927,498,303

寄附金収益 △ 24,762,360

資産見返寄附金戻入 △ 55,355,023

その他経常収益 △ 72,256,508

臨時利益 △ 4,510,335 △ 11,683,232,313

業務費用合計 4,568,752,098

Ⅱ 損益外減価償却相当額 544,813,925

Ⅲ 損益外利息費用相当額 2,959,023

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 16

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 △ 44,809,440

Ⅵ 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 17,563,164 17,563,164

Ⅶ 行政サービス実施コスト 5,089,278,786

行政サービス実施コスト計算書
（平成29年４月１日～平成３０年３月３１日）

科          目 金            額
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

「独立行政法人会計基準」第８１（注解60、注解61）に基づき業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ３９年

構築物 ９ ～ ６０年

医療用器械備品 ４ ～ １５年

その他器械備品 ４ ～ ２０年

車両 ４ ～ ５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）及び資産除去債務に対応する特定の除去

費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額

として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置されない退職給付について、当該事

業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。

過去勤務費用は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基

準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増減額を計上しております。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。
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６．環境対策引当金の計上基準

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分等にかかる支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を

計上しております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国債

の平成３０年３月末利回りを参考に０．０４３％で計算しております。

９．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

１０．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表

１．運営費交付金から充当されるべき退職給付一時金に係る退職給付引当金の見積額 3,630,172,022円

２．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則

第8条第7項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 2,323,484,000円

３．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政融資資金

からの借入によっております。

また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図

っております。

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って資金調

達を行っております。
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４．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表
区 分 時 価② 差 額（②-①）

計 上 額①

（1）現金及び預金 1,774,946,918 1,774,946,918 0

（2）医業未収金 1,504,023,788 1,504,023,788 0

（3）長期借入金 (2,323,484,000) （2,533,037,120） (209,553,120)

（4）買掛金 (288,922,250) （288,922,250） (0)

（5）未払金 (1,651,067,054) （1,651,067,054） (0)

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）現金及び預金、（2）医業未収金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

（3）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（4）買掛金、（5）未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

Ⅲ．損益計算書

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

① 医業収益 34,335,896円

② 研究収益 49,314,000円

③ 研修収益 748,300円

合 計 84,398,196円

２．経常費用の内訳

① 給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 391,635,881円

② 設備関係費のうち、減価償却費 1,099,182,657円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,774,946,918円

資金期末残高 1,774,946,918円

２．重要な非資金取引

現物寄附による資産等の取得 17,538,889円

３．承継資産の回収による収入

承継資産の回収による収入は、国から承継した破産更生債権等に係る収入であります。
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Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額 6,242,233円

Ⅵ．退職給付引当金

（１）採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を採用している。

退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しており、原則法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算している。

（２）退職一時金制度

１．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区 分 平成３０年３月３１日現在

期首における退職給付債務 40,315,656円

勤務費用 24,246,282円

利息費用 0円

数理計算上の差異の当期発生額 △23,023,328円

退職給付の支払額 △3,491,357円

過去勤務費用の当期発生額 △1,315,082円

期末における退職給付債務 36,732,171円

２．退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

区 分 平成３０年３月３１日現在

非積立型制度の未積立退職給付債務 36,732,171円

小計 36,732,171円

未認識数理計算上の差異 0円

未認識過去勤務費用 0円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 36,732,171円

退職給付引当金 36,732,171円

３．退職給付費用に関する損益

区 分 平成３０年３月３１日現在

勤務費用 24,246,282円

利息費用 0円

数理計算上の差異の損益処理額 △23,023,328円

過去勤務費用の当期の費用処理額 △1,315,082円

運営費交付金で財源措置された費用 264,885,793円

退職給付費用 264,793,665円

４．数理計算上の計算基礎に関する事項

区 分 平成３０年３月３１日現在

割引率 0.00％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
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Ⅶ．資産除去債務関係

１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する研究機器の処分時における「放射性同位元素等による放射線障害の防止に

関する法律」に基づく除去費用につき資産除去債務を計上しております。

２．資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、使用見込期間を１３３ヶ月及び１３７ヶ月と見積もっております。

割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の利回りを参考にしており、１．１１９％及び

１．１５１％となっております。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 260,980,141円

時の経過による調整額 2,959,023円

期末残高 263,939,164円

Ⅷ．重要な債務負担行為

該当事項はありません。

Ⅸ．重要な後発事象

該当事項はありません。
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6,
07

1
0

給
食
用
材
料

96
6,

92
4

11
5,

27
1,

98
1

11
5,

23
9,

94
3

0

期
末
残
高

摘
 
 
要

当
期
購
入
・

払
出
・
振
替

そ
の
他

製
造
・
振
替

医
薬
品

31
,1

30
,7

05
1,

12
5,

25
7,

94
5

1,
12

4,
33

1,
96

4
9,

48
1

種
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

区
 
 
 
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

区
 
 
 
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
 
 
要

目
的
使
用

そ
の
他

財
政
融
資
資
金

2,
49

1,
06

0,
00

0
0

16
7,

57
6,

00
0

2,
32

3,
48

4,
00

0

計
2,

49
1,

06
0,

00
0

0
16

7,
57

6,
00

0
2,

32
3,

48
4,

00
0

計
44

5,
28

5,
31

7
44

7,
88

8,
53

1
43

8,
00

2,
86

7
0

区
 
 
 
分

貸
付
金
等
の
残
高

貸
倒
引
当
金
の
残
高

賞
与
引
当
金

43
8,

00
2,

86
7

44
7,

88
8,

53
1

43
8,

00
2,

86
7

0
7,

28
2,

45
0

0
0

0

摘
 
 
要

期
首
残
高

当
期
増
減
額

期
末
残
高

期
首
残
高

医
業
未
収
金

1,
35

3,
88

4,
62

8
15

0,
13

9,
16

0
1,

50
4,

02
3,

78
8

87
1,

66
2

一
般
債
権

1,
35

3,
88

4,
62

8
15

0,
13

9,
16

0
1,

50
4,

02
3,

78
8

87
1,

66
2

未
収
金

21
8,

60
5,

83
6

23
6,

12
6,

24
5

45
4,

73
2,

08
1

0
一
般
債
権

21
8,

60
5,

83
6

23
6,

12
6,

24
5

45
4,

73
2,

08
1

0
破
産
更
生
債
権
等

8,
44

5,
64

1
△ 1,

30
4,

56
3

7,
14

1,
07

8
8,

44
5,

64
1

破
産
更
生
債
権
等

8,
44

5,
64

1
△ 1,

30
4,

56
3

7,
14

1,
07

8
8,

44
5,

64
1

計
1,

58
0,

93
6,

10
5

38
4,

96
0,

84
2

1,
96

5,
89

6,
94

7
9,

31
7,

30
3

13



６
．
退
職
給
付
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

期
末
残
高

摘
 
 
要

36
,7

32
,1

71
退
職
一
時
金
に
係
る
債
務

36
,7

32
,1

71 0

年
金
資
産

－
退
職
給
付
引
当
金

36
,7

32
,1

71

７
．
資
産
除
去
債
務
の
明
細

（
単
位
：
円
）

摘
 
 
要

（
注
）
１
．
資
産
除
去
債
務
に
対
応
す
る
除
去
費
用
等
に
つ
い
て
、
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
第
9
1
の
特
定
が
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

８
．
保
証
債
務
の
明
細

（
単
位
：
円
）

保
証
料
収
益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(1
67

,5
76

,0
00

)
(1

42
,0

20
,0

00
)

1
2,

49
1,

06
0,

00
0

0
0

1
16

7,
57

6,
00

0
1

2,
32

3,
48

4,
00

0
0

（
注
）
１
．
高
度
専
門
医
療
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
国
立
研
究
開
発
法
人
に
関
す
る
法
律
附
則
第
8
条
第
7
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
各
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
は
、

 
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
以
外
の
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
が
承
継
し
た
旧
特
別
会
計
の

 
財
政
融
資
資
金
か
ら
の
借
入
金
債
務
を
保
証
し
て
お
り
ま
す
。

２
．
（
 
）
は
、
１
年
以
内
保
証
債
務
減
少
予
定
額
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

注
１

40
,3

15
,6

56
24

,2
46

,2
82

27
,8

29
,7

67

0
△24

,3
38

,4
10

△24
,3

38
,4

10

区
 
 
 
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

退
職
給
付
債
務
合
計
額

40
,3

15
,6

56
24

,2
46

,2
82

27
,8

29
,7

67

未
認
識
過
去
勤
務
費
用
及
び
未
認
識
数
理
計
算

上
の
差
異

区
 
 
 
分

期
首
残
高

当
期
増
加

当
期
減
少

期
末
残
高

旧
特
別
会
計
の
財
政

融
資
資
金
か
ら
の
負

債
に
係
る
保
証
債
務

－
－

－

40
,3

15
,6

56
△92

,1
28

3,
49

1,
35

7

区
 
 
 
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

放
射
性
同
位
元
素
等
に
よ
る

放
射
線
障
害
の
防
止
に
関
す

る
法
律

26
0,

98
0,

14
1

2,
95

9,
02

3
0

26
3,

93
9,

16
4

14



９
．

資
本

金
及

び
資

本
剰

余
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

期
末

残
高

摘
 

 
要

資
本

金
政

府
出

資
金

37
,3

29
,9

62
,1

23
37

,3
29

,9
62

,1
23

資
 

 本
資

本
剰

余
金

剰
余

金
施

設
費

3,
14

1,
95

6,
37

7
運

営
費

交
付

金
0

補
助

金
等

0
寄

附
金

等
0

目
的

積
立

金
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
△ 96

4,
19

4
注

１

そ
の

他
28

0,
32

8,
96

0
3,

42
1,

32
1,

14
3

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

6,
66

5,
21

0,
99

7
注

１

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

2,
00

2,
46

0
損

益
外

利
息

費
用

累
計

額
17

,2
63

,8
13

△ 3,
26

3,
15

6,
12

7
（

注
）

１
．

当
期

減
少

額
は

、
「

第
８

７
特

定
の

償
却

資
産

」
に

該
当

す
る

資
産

の
減

少
に

よ
る

も
の

で
す

。

0
0

0

計
37

,3
29

,9
62

,1
23

0
0

区
 

 
 

 
 

 
 

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

37
,3

29
,9

62
,1

23
0

0

0
0

0

2,
93

9,
38

5,
21

1
20

2,
57

1,
16

6
0

0
0

0

66
9,

46
7,

30
3

0
38

9,
13

8,
34

3
計

3,
60

7,
88

8,
33

6
20

2,
57

1,
16

6
38

9,
13

8,
35

9

0
0

0
△ 96

4,
17

8
0

16

14
,3

04
,7

90
2,

95
9,

02
3

0
差

引
計

△ 2,
91

7,
95

4,
32

9
△ 34

5,
20

1,
78

2
16

6,
50

9,
53

5,
41

5
54

4,
81

3,
92

5
38

9,
13

8,
34

3
2,

00
2,

46
0

0
0
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１
０
．
運
営
費
交
付
金
債
務
及
び
当
期
振
替
額
等
の
明
細

（
１
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
増
減
の
明
細

（
単
位
：
円
）

0
3,

78
4,

58
2,

61
2

10
1,

82
5,

87
0

（
２
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
当
期
振
替
額
及
び
主
な
使
途
の
明
細

 
 
①
運
営
費
交
付
金
収
益
へ
の
振
替
額
及
び
主
な
使
途
の
明
細

（
単
位
：
円
）

研
究
業
務

臨
床
研
究
業
務

診
療
業
務

人
件
費
：
1
,0
3
6
,0
0
0
円

教
育
研
修
業
務

情
報
発
信
業
務

法
人
共
通
業
務

人
件
費
：
2
6
5
,4
0
4
,9
1
1
円
、
そ
の
他
経
費
：
3
9
,.
0
0
0
,0
0
0
円
 

期
間
進
行
基
準
に
よ
る
振
替
額

-
費
用
進
行
基
準
に
よ
る
振
替
額

-
会
計
基
準
第
8
1
第
4
項
に
よ
る
振
替
額

-
合
 
 
 
計

運
営
費
交
付
金

平
成
２
９
年
度

47
,0

09
,4

82
3,

83
9,

39
9,

00
0

3,
74

0,
47

6,
57

4
44

,1
06

,0
38

交
付
年
度

期
首
残
高

交
付
金

当
期
交
付
額

当
期
振
替
額

期
末
残
高

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返

資
本
剰
余
金

小
 
 
計

3
0
4
,4
0
4
,9
1
1

00

1
,0
3
6
,0
0
0

1
,2
9
1
,3
3
9
,0
3
7 0

2
2
6
,7
5
6
,0
8
7

1
,8
9
3
,9
0
2
,7
5
9

1
,2
9
1
,3
3
9
,0
3
7

1
,0
3
6
,0
0
0

1
,8
9
3
,9
0
2
,7
5
9

3
0
4
,4
0
4
,9
1
1

2
3
,0
3
7
,7
8
0

2
2
6
,7
5
6
,0
8
7

人
件
費
：
1
,1
3
0
,0
0
0
,1
8
9
円
、
材
料
費
：
5
3
,8
3
2
,7
8
4
円
、

そ
の
他
経
費
：
7
1
0
,0
6
9
,7
8
6
円

人
件
費
：
7
9
0
,9
2
1
,3
0
9
円
、
材
料
費
：
7
1
,4
3
2
,1
1
8
円
、

そ
の
他
経
費
：
4
2
8
,9
8
5
,6
1
0
円

人
件
費
：
2
2
2
,5
7
5
,6
3
3
円
、
そ
の
他
経
費
：
4
,1
8
0
,4
5
4
円

人
件
費
：
2
1
,5
9
9
,6
2
4
円
、
そ
の
他
経
費
：
1
,4
3
8
,1
5
6
円

区
分

運
営
費
交
付
金
収
益

運
営
費
交
付
金
の
主
な
使
途

費
用

主
な
使
途

業
務
達
成
基
準
に
よ
る
振
替
額

2
3
,0
3
7
,7
8
0

3
,7
4
0
,4
7
6
,5
7
4

16



　
②
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
及
び
資
本
剰
余
金
へ
の
振
替
額
並
び
に
主
な
使
途
の
明
細

（
単
位
：
円
）

振
替
額

　
研
究
業
務

0
―

　
臨
床
研
究
業
務

0
―

　
診
療
業
務

0
―

　
教
育
研
修
業
務

0
―

　
情
報
発
信
業
務

0
―

　
法
人
共
通
業
務

0
―

　
合
　
　
計

0

（
３
）
運
営
費
交
付
金
債
務
残
高
の
明
細

（
単
位
：
円
）

翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
た
運
営
費
交
付
金
債
務
残
高
と
使
用
見
込
み
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
に
係
る
分

　
情
報
発
信
業
務
の
う
ち
、
自
殺
総
合
対
策
推
進
セ
ン
タ
ー
経
費
に
つ
い
て
は
、
当
初
予
定
の
事
業
未
了
の
た
め
、

翌
期
以
降
に
実
施
す
る
こ
と
と
し
た
こ
と
か
ら
、
翌
期
以
降
に
4
4
,2
8
3
,4
2
2
円
収
益
化
予
定
。

　
そ
の
他
に
つ
い
て
は
、
職
員
の
退
職
状
況
が
計
画
を
下
回
っ
た
た
め
翌
期
以
降
に
5
7
,5
4
2
,4
4
8
円
収
益
化
予
定
。

い
ず
れ
も
翌
事
業
年
度
以
降
に
使
用
す
る
見
込
み
で
あ
る
。

費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
に
係
る
分

　
－

　
－

（
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

（
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

1
0
1
,8
2
5
,8
7
0

セ
グ
メ
ン
ト

振
替
額

4
4
,1
0
6
,0
3
8

計運
営
費
交
付
金
債
務
残
高

使
用
見
込
み

1
0
1
,8
2
5
,8
7
0

業
務
達
成
基
準
を
採
用
し
た
業
務
に
係
る
分

―

情
報
発
信
用
機
械
・
備
品
：
4
9
7
,9
2
1
円

教
育
研
修
用
機
械
・
備
品
：
2
6
2
,9
1
3
円

―

臨
床
研
究
用
機
械
・
備
品
：
1
2
,6
2
9
,6
5
5
円

そ
の
他
：
3
,1
7
9
,3
0
8
円

資
本
剰
余
金
へ
の
振
替

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
へ
の
振
替

主
な
使
途

研
究
用
機
械
・
備
品
な
ど
：
2
7
,2
1
8
,7
2
1
円

そ
の
他
：
3
1
7
,5
2
0
円

0
4
9
7
,9
2
1

2
6
2
,9
1
30

1
5
,8
0
8
,9
6
3

2
7
,5
3
6
,2
4
1

主
な
使
途
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１
１
．
運
営
費
交
付
金
以
外
の
国
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

（
１
）
施
設
費
の
明
細

（
単
位
：
円
）

20
2,

57
1,

16
6

31
2,

83
4

20
2,

57
1,

16
6

31
2,

83
4

国
立
研
究
開
発
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
施
設
整
備

費
補
助
金

（
リ
ハ
ビ
リ
棟
整
備
工
事
、
実
験
動
物
研
究
棟
空
調
設
備
等
整
備
工

事
）

20
2,

88
4,

00
0

0
20

2,
88

4,
00

0
合
　
　
　
　
　
計

区
 
 
 
 
 
分

当
期
交
付
額

摘
 
要

建
設
仮
勘
定

見
返
施
設
費

資
本
剰
余
金

そ
の
他

左
の
会
計
処
理
内
訳

18



（
２
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

52
,9

14
,0

00

5,
99

0,
00

0

3,
47

1,
00

0

28
,0

00
1,

85
3,

00
0

58
1,

00
0

14
9,

78
8,

00
0

47
1,

00
0

47
1,

00
0

43
,6

32
,0

00
1,

92
6,

40
8

13
,1

35
,9

88

68
7,

00
0

68
4,

00
0

11
2,

00
0

11
2,

00
0

8,
54

8,
00

0

18
,5

45
4,

97
0,

56
9

96
,5

46
,0

00
0

3,
02

4,
95

3
18

9,
82

2,
55

7

5,
99

0,
00

0

94
2,

00
0

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
報
告
書
等

報
告
業
務
補
助
金
交
付
事
業

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
報
告
書
等

報
告
業
務
補
助
金
交
付
事
業

心
身
喪
失
者
等
医
療
観
察
法
指
定
入
院
医
療
機
関
運
営
費
負
担
金

建
設
仮
勘
定

見
返
補
助
金
等

資
産
見
返

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

精
神
保
健
対
策
費
補
助
金
（
こ
こ
ろ
の
健
康
づ
く
り
対
策
事
業
）

1,
88

1,
00

0

国
立
研
究
開
発
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
設
備
整
備

費
補
助
金
（
研
究
開
発
基
盤
強
化
推
進
事
業
）

52
,9

14
,0

00

精
神
保
健
対
策
費
補
助
金
（
て
ん
か
ん
地
域
診
療
連
携
体
制
整
備
事
業
）

精
神
保
健
対
策
費
補
助
金
（
摂
食
障
害
治
療
支
援
セ
ン
タ
ー
設
置
運
営

事
業
）

11
2,

00
0

68
4,

00
0

68
7,

00
0

58
,6

94
,3

96

3,
47

1,
00

0

左
の
会
計
処
理
内
訳

預
り
補
助
金
等

収
益
計
上

区
 
 
 
 
 
分

当
期
交
付
額

摘
 
要

中
央
治
験
審
査
委
員
会
・
中
央
倫
理
審
査
委
員
会
基
盤
整
備
事
業

在
宅
人
工
呼
吸
器
使
用
難
病
患
者
非
常
用
電
源
設
備
整
備
事
業

合
　
　
　
　
　
計

28
9,

39
3,

51
0

0

在
宅
人
工
呼
吸
器
使
用
難
病
患
者
非
常
用
電
源
設
備
整
備
事
業

外
国
人
患
者
受
入
体
制
整
備
支
援
間
接
補
助
事
業
（
医
療
機
関
に
お
け

る
外
国
人
患
者
受
入
れ
環
境
整
備
事
業
）

11
2,

00
0

8,
54

8,
00

0

精
神
保
健
対
策
費
補
助
金
（
自
殺
総
合
対
策
推
進
セ
ン
タ
ー
機
能
強
化

事
業
）

15
0,

36
9,

00
0

4,
98

9,
11

4

疾
病
予
防
対
策
事
業
費
等
補
助
金
（
難
病
特
別
対
策
推
進
事
業
）
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１
２
．
役
員
及
び
職
員
の
給
与
の
明
細

（
単
位
：
千
円
、
人
）

支
給
人
員

(0
) 0 (0
)

68 (0
)

68
（
注
）
１
．

２
．

３
．
支
給
人
員
は
、
年
間
平
均
支
給
人
員
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

４
．
非
常
勤
の
役
員
及
び
職
員
は
、
外
数
と
し
て
（
 
 
）
で
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

５
．
中
期
計
画
に
お
い
て
は
、
法
定
福
利
費
等
を
含
め
て
予
算
上
の
人
件
費
と
し
て
お
り
ま
す
が
、
上
記
明
細
に
は
法
定
福
利
費
等
は
含
ま
れ
て
お
り
ま
せ
ん
。

74
6

報
酬
又
は
給
与

役
員
に
対
す
る
報
酬
等
の
支
給
基
準
は
、
国
立
研
究
開
発
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
役
員
報
酬
規
程
及
び
国
立
研
究
開
発
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
役
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

役
 
 
 
員

(1
,4

34
,8

29
)

(5
47

)
(0

)
5,

04
7,

17
8

26
8,

37
7

退
職
手
当

(7
,6

20
)

(4
)

(0
)

31
,9

53
2

0

区
 
 
 
分

職
員
に
対
す
る
給
与
等
の
支
給
基
準
は
、
国
立
研
究
開
発
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
職
員
給
与
規
程
、
国
立
研
究
開
発
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
非
常
勤
職
員
給
与
規
程
、
国
立
研
究
開
発
法
人

国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
非
常
勤
医
師
及
び
研
究
員
給
与
規
程
、
国
立
研
究
開
発
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
職
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

職
 
 
 
員

(1
,4

27
,2

09
)

(5
43

)
(0

)
5,

01
5,

22
4

74
4

26
8,

37
7

支
給
額

支
給
人
員

支
給
額

合
 
 
 
計
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１
３
．
科
学
研
究
費
補
助
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

（
注
）
 
当
期
受
入
の
上
段
は
、
間
接
経
費
相
当
額
で
あ
り
、
下
段
の
括
弧
書
は
、
直
接
経
費
相
当
額
で
す
。

種
 
 
目

当
期
受
入

件
数

摘
 
要

 
若
手
研
究
（
Ｂ
）

22
,3

52
,7

00
18

(8
4,

50
9,

00
0)

 
基
盤
研
究
（
Ｃ
）

18
,8

44
,2

41

 
基
盤
研
究
（
Ａ
）

6,
13

5,
00

0

 
研
究
活
動
ス
タ
ー
ト
支
援

1,
45

2,
21

4
5

(4
,8

40
,7

13
)

 
若
手
研
究
（
Ａ
）

24
3,

00
0

3

 
特
別
研
究
員
奨
励
費

5,
59

9,
60

2
29

(2
1,

44
9,

61
1)

10
6

(9
0,

10
0,

42
7)

 
挑
戦
的
萌
芽
研
究

12
,7

28
,4

09
41

(5
3,

97
5,

09
9)

 
新
学
術
領
域
研
究

2,
22

0,
00

0
3

(8
,8

39
,0

27
)

(9
10

,0
00

)
 
国
際
共
同
研
究

9
(2

0,
35

0,
00

0)

 
基
盤
研
究
（
Ｂ
）

11
,7

40
,1

61
24

(3
9,

40
5,

62
4)

(5
78

,4
30

,2
12

)

厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金

文
部
科
学
省
研
究
費
補
助
金

合
計

84
,4

34
,9

49
24

8
(3

34
,7

78
,2

44
)

16
4,

78
6,

94
9

30
6

(2
43

,6
51

,9
68

)
80

,3
52

,0
00

58

(1
0,

39
8,

74
3)

3,
11

9,
62

2
10
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１
４
．
開
示
す
べ
き
セ
グ
メ
ン
ト
情
報

（
単
位
：
円
）

研
究
事
業

臨
床
研
究
事
業

診
療
事
業

教
育
研
修
事
業

情
報
発
信
事
業

計
法
人
共
通

合
計

Ⅰ
事
業
費
用
、
事
業
収
益
及
び
事
業
損
益

事
業
費
用
業
務
費

4,
26

1,
35

4,
07

9
1,

80
2,

55
3,

97
6

8,
20

2,
02

9,
10

8
61

5,
07

0,
63

3
21

4,
69

9,
02

3
15

,0
95

,7
06

,8
19

0
15

,0
95

,7
06

,8
19

一
般
管
理
費

0
0

0
0

0
0

1,
03

8,
67

4,
96

5
1,

03
8,

67
4,

96
5

財
務
費
用

0
0

31
,9

75
,9

90
0

0
31

,9
75

,9
90

0
31

,9
75

,9
90

そ
の
他

29
,4

68
,5

28
29

5,
45

5
2,

31
2,

21
7

9,
42

8
0

32
,0

85
,6

28
9,

63
1,

32
9

41
,7

16
,9

57
事
業
費
用
計

4,
29

0,
82

2,
60

7
1,

80
2,

84
9,

43
1

8,
23

6,
31

7,
31

5
61

5,
08

0,
06

1
21

4,
69

9,
02

3
15

,1
59

,7
68

,4
37

1,
04

8,
30

6,
29

4
16

,2
08

,0
74

,7
31

事
業
収
益
研
究
収
益

2,
12

1,
78

4,
91

2
30

2,
09

3,
96

2
0

0
0

2,
42

3,
87

8,
87

4
66

8,
75

6,
37

8
3,

09
2,

63
5,

25
2

医
業
収
益

0
0

8,
55

5,
36

5,
20

8
0

0
8,

55
5,

36
5,

20
8

0
8,

55
5,

36
5,

20
8

研
修
収
益

0
0

0
43

,4
84

,5
76

0
43

,4
84

,5
76

0
43

,4
84

,5
76

運
営
費
交
付
金
収
益

1,
89

3,
90

2,
75

9
1,

29
1,

33
9,

03
7

1,
03

6,
00

0
22

6,
75

6,
08

7
23

,0
37

,7
80

3,
43

6,
07

1,
66

3
30

4,
40

4,
91

1
3,

74
0,

47
6,

57
4

補
助
金
等
収
益

9,
46

1,
00

0
7,

29
4,

56
9

23
,2

78
,9

88
0

14
9,

78
8,

00
0

18
9,

82
2,

55
7

0
18

9,
82

2,
55

7
寄
附
金
収
益

24
,7

62
,3

60
0

0
0

0
24

,7
62

,3
60

0
24

,7
62

,3
60

資
産
見
返
負
債
戻
入

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
戻
入

44
,6

07
,6

71
48

,5
63

,4
62

0
64

5,
32

8
93

4,
85

0
94

,7
51

,3
11

0
94

,7
51

,3
11

資
産
見
返
補
助
金
等
戻
入

58
,1

02
,8

08
76

,9
48

,7
12

44
,2

58
,7

23
0

2,
22

4,
79

9
18

1,
53

5,
04

2
50

5,
63

2
18

2,
04

0,
67

4
資
産
見
返
寄
附
金
戻
入

55
,3

55
,0

23
0

0
0

0
55

,3
55

,0
23

0
55

,3
55

,0
23

施
設
費
収
益

31
2,

83
4

0
0

0
0

31
2,

83
4

0
31

2,
83

4
そ
の
他

6,
06

2,
94

8
6,

36
3,

57
0

20
,2

08
,2

60
6,

19
2,

33
8

18
0,

22
5

39
,0

07
,3

41
33

,2
49

,1
67

72
,2

56
,5

08
事
業
収
益
計

4,
21

4,
35

2,
31

5
1,

73
2,

60
3,

31
2

8,
64

4,
14

7,
17

9
27

7,
07

8,
32

9
17

6,
16

5,
65

4
15

,0
44

,3
46

,7
89

1,
00

6,
91

6,
08

8
16

,0
51

,2
62

,8
77

事
業
損
益
（
△
損
失
）

△ 7
6,

47
0,

29
2

△ 7
0,

24
6,

11
9

40
7,

82
9,

86
4

△ 3
38

,0
01

,7
32

△ 3
8,

53
3,

36
9

△ 1
15

,4
21

,6
48

△ 4
1,

39
0,

20
6

△ 1
56

,8
11

,8
54

Ⅱ
臨
時
損
益
等

臨
時
損
失

3,
50

8,
57

6
9,

09
9,

97
3

30
,8

39
,7

65
0

0
43

,4
48

,3
14

46
1,

36
6

43
,9

09
,6

80
臨
時
利
益

0
0

4,
02

0,
16

7
0

0
4,

02
0,

16
7

49
0,

16
8

4,
51

0,
33

5
当
期
純
損
益

△ 7
9,

97
8,

86
8

△ 7
9,

34
6,

09
2

38
1,

01
0,

26
6

△ 3
38

,0
01

,7
32

△ 3
8,

53
3,

36
9

△ 1
54

,8
49

,7
95

△ 4
1,

36
1,

40
4

△ 1
96

,2
11

,1
99

当
期
総
損
益

△ 7
9,

97
8,

86
8

△ 7
9,

34
6,

09
2

38
1,

01
0,

26
6

△ 3
38

,0
01

,7
32

△ 3
8,

53
3,

36
9

△ 1
54

,8
49

,7
95

△ 4
1,

36
1,

40
4

△ 1
96

,2
11

,1
99

Ⅲ
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト

業
務
費
用 損
益
計
算
書
上
の
費
用

4,
29

4,
33

1,
18

3
1,

81
1,

94
9,

40
4

8,
26

7,
15

7,
08

0
61

5,
08

0,
06

1
21

4,
69

9,
02

3
15

,2
03

,2
16

,7
51

1,
04

8,
76

7,
66

0
16

,2
51

,9
84

,4
11

（
控
除
）
自
己
収
入
等

△ 2
,0

42
,8

28
,2

94
△ 3

08
,4

57
,5

32
△ 8

,5
79

,5
93

,6
35

△ 4
9,

67
6,

91
4

△ 1
80

,2
25

△ 1
0,

98
0,

73
6,

60
0

△ 7
02

,4
95

,7
13

△ 1
1,

68
3,

23
2,

31
3

業
務
費
用
計

2,
25

1,
50

2,
88

9
1,

50
3,

49
1,

87
2

△ 3
12

,4
36

,5
55

56
5,

40
3,

14
7

21
4,

51
8,

79
8

4,
22

2,
48

0,
15

1
34

6,
27

1,
94

7
4,

56
8,

75
2,

09
8

損
益
外
減
価
償
却
相
当
額

35
4,

51
0,

38
8

63
,2

14
,5

70
58

,9
27

,3
03

33
,0

67
,0

01
0

50
9,

71
9,

26
2

35
,0

94
,6

63
54

4,
81

3,
92

5
損
益
外
利
息
費
用
相
当
額

2,
95

9,
02

3
0

0
0

0
2,

95
9,

02
3

0
2,

95
9,

02
3

損
益
外
除
売
却
差
額
相
当
額

16
0

0
0

0
16

0
16

引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額

△ 2
7,

52
1,

51
0

3,
06

8,
56

2
△ 1

6,
05

1,
30

8
0

△ 2
,5

49
,5

51
△ 4

3,
05

3,
80

7
△ 1

,7
55

,6
33

△ 4
4,

80
9,

44
0

機
会
費
用 政
府
出
資
又
は
地
方
公
共
団
体
出
資
等

0
0

0
0

0
0

17
,5

63
,1

64
17

,5
63

,1
64

行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト

2,
58

1,
45

0,
80

6
1,

56
9,

77
5,

00
4

△ 2
69

,5
60

,5
60

59
8,

47
0,

14
8

21
1,

96
9,

24
7

4,
69

2,
10

4,
64

5
39

7,
17

4,
14

1
5,

08
9,

27
8,

78
6

流
動
資
産 現
金
及
び
預
金

0
0

0
0

0
0

1,
77

4,
94

6,
91

8
1,

77
4,

94
6,

91
8

医
業
未
収
金

0
0

1,
50

4,
02

3,
78

8
0

0
1,

50
4,

02
3,

78
8

0
1,

50
4,

02
3,

78
8

そ
の
他

32
1,

21
6,

14
6

14
0,

72
3,

03
7

63
,1

95
,5

41
71

5,
90

5
2,

35
1,

77
6

52
8,

20
2,

40
5

44
,7

97
,7

97
57

3,
00

0,
20

2
固
定
資
産 有
形
固
定
資
産

4,
19

8,
67

4,
78

1
1,

17
0,

00
8,

00
6

26
,4

21
,8

92
,8

16
68

8,
59

8,
79

5
6,

40
1,

42
0

32
,4

85
,5

75
,8

18
37

5,
11

2,
62

6
32

,8
60

,6
88

,4
44

そ
の
他

87
,3

63
,2

73
15

6,
86

9,
57

8
69

8,
50

8,
25

2
88

1,
18

3
21

6,
80

2
94

3,
83

9,
08

8
4,

63
3,

47
9

94
8,

47
2,

56
7

4,
60

7,
25

4,
20

0
1,

46
7,

60
0,

62
1

28
,6

87
,6

20
,3

97
69

0,
19

5,
88

3
8,

96
9,

99
8

35
,4

61
,6

41
,0

99
2,

19
9,

49
0,

82
0

37
,6

61
,1

31
,9

19

Ⅳ
総
資
産

資
産
計
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（
注

）
１

．

２
．

事
業

の
内

容

「
研

究
事

業
」

　
　

 ：
精

神
・

神
経

疾
患

等
に

関
す

る
戦

略
的

研
究

・
開

発
を

推
進

す
る

事
業

「
臨

床
研

究
事

業
」

 ：
基

礎
研

究
を

臨
床

現
場

に
橋

渡
し

す
る

ト
ラ

ン
ス

レ
ー

シ
ョ

ナ
ル

リ
サ

ー
チ

及
び

治
験

等
の

事
業

「
診

療
事

業
」

　
　

 ：
精

神
・

神
経

疾
患

等
の

高
度

先
駆

的
及

び
患

者
等

の
視

点
に

立
っ

た
、

良
質

か
つ

安
全

な
医

療
を

提
供

す
る

た
め

の
事

業

「
教

育
研

修
事

業
」

 ：
精

神
・

神
経

疾
患

等
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

門
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
門

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
行

う
事

業

「
情

報
発

信
事

業
」

 ：
研

究
成

果
等

や
収

集
し

た
国

内
外

の
最

新
知

見
等

の
情

報
を

迅
速

か
つ

分
か

り
易

く
、

国
民

及
び

医
療

機
関

に
提

供
す

る
事

業

３
．

４
．

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

高
度

専
門

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

行
う

国
立

研
究

開
発

法
人

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事

業
」

に
区

分
し

て
お

り
ま

す
。

事
業

費
用

の
う

ち
法

人
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

不
能

な
費

用
で

あ
り

、
全

て
管

理
部

門
に

係
る

費
用

（
1
,0

4
8
,3

0
6
,2

9
4
円

）
で

す
。

総
資

産
の

う
ち

法
人

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
金

及
び

預
金

（
1
,7

7
4
,9

4
6
,9

1
8
円

）
で

す
。
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１
５
．
関
連
公
益
法
人
の
状
況

〇
公

益
財

団
法

人
精

神
・
神

経
科

学
振

興
財

団

関
連

公
益

法
人

の
概

要

理
事

長
高

橋
　

清
久

公
益

財
団

法
人

　
精

神
・
神

経
科

学
振

興
財

団
　

理
事

長
(元

国
立

精
神

・
神

経
セ

ン
タ

ー
総

長
)

常
務

理
事

佐
藤

　
猛

順
天

堂
大

学
　

客
員

教
授

（
元

国
立

精
神

・
神

経
セ

ン
タ

ー
国

府
台

病
院

長
）

理
事

浅
井

　
昌

弘
公

益
財

団
法

人
　

井
之

頭
病

院
　

名
誉

院
長

理
事

伊
藤

　
洋

東
京

慈
恵

会
医

科
大

学
葛

飾
医

療
セ

ン
タ

ー
　

院
長

理
事

大
川

　
匡

子
東

京
医

科
大

学
　

客
員

教
授

（
元

国
立

精
神

・
神

経
セ

ン
タ

ー
部

長
）

理
事

大
久

保
 善

朗
日

本
医

科
大

学
　

精
神

医
学

教
授

理
事

岡
田

　
幸

之

理
事

栗
原

　
照

幸
東

邦
大

学
　

名
誉

教
授

理
事

埜
中

　
征

哉
独

立
行

政
法

人
　

医
薬

品
医

療
機

器
総

合
機

構
　

専
門

委
員

（
元

国
立

精
神

・
神

経
セ

ン
タ

ー
武

蔵
病

院
長

）

理
事

松
原

　
四

朗
杏

林
大

学
　

客
員

教
授

監
事

安
西

　
信

雄
帝

京
平

成
大

学
大

学
院

　
臨

床
心

理
学

研
究

科
教

授
（
元

国
立

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
病

院
副

院
長

）

監
事

一
瀬

　
邦

弘
特

定
医

療
法

人
社

団
　

聖
美

会
　

多
摩

中
央

病
院

　
前

院
長

関
連

公
益

法
人

と
の

取
引

の
関

連
図

当
該

年
度

中
の

当
法

人
と

の
取

引
は

発
生

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

関
連

公
益

法
人

の
財

務
状

況
(単

位
：
円

）

（
注

）
１

．
収

支
計

算
書

を
作

成
し

て
い

な
い

た
め

、
当

期
収

入
合

計
額

、
当

期
支

出
合

計
額

、
当

期
収

支
差

額
は

記
載

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

関
連

公
益

法
人

の
正

味
財

産
に

つ
い

て
（
単

位
：
円

）

収
益

費
用

収
益

A
B

C
=
A

-
B

D
E
=
C

+
D

F
G

H
=
F
-
G

I
J
=
H

＋
I

K
=
E
+
J

5
5
,3

7
7
,5

2
5

0
5
5
,3

7
7
,5

2
5

5
7
,1

4
2
,9

1
7

4
7
,7

6
0
,6

7
6

9
,3

8
2
,2

4
1

0
△

 1
,7

6
5
,3

9
2

7
0
,5

6
5
,5

2
6

6
8
,8

0
0
,1

3
4

7
6
6
,0

0
0

0
7
6
6
,0

0
0

4
5
,4

2
3
,2

0
9

△
 4

4
,6

5
7
,2

0
9

2
7
9
,6

4
6
,6

0
8

2
3
4
,9

8
9
,3

9
9

3
0
3
,7

8
9
,5

3
3

関
連

公
益

法
人

と
の

取
引

の
状

況
（
単

位
：
円

）

科
目

－
0
.0

%

　
（
注

）
１

．
上

記
法

人
に

対
す

る
債

務
保

証
は

あ
り

ま
せ

ん
。

　
　

　
２

．
上

記
「
競

争
契

約
等

」
と

は
、

競
争

契
約

及
び

企
画

競
争

・
公

募
の

こ
と

で
あ

り
、

「
随

意
契

約
」
と

は
競

争
性

の
な

い
随

意
契

約
の

こ
と

を
示

し
て

い
ま

す
。

１
６
．
上
記
以
外
の
主
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

 
 
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（
う

ち
、

上
段

：
競

争
契

約
等

下
段

：
随

意
契

約
）

う
ち

当
法

人
か

ら
の

収
入

　

割
合

当
期

収
支

差
額

－
－

当
期

支
出

合
計

法
人

名
資

産
負

債
正

味
財

産
当

期
収

入
合

計

公
益

財
団

法
人

精
神

・
神

経
科

学
振

興
財

団
3
0
4
,4

0
6
,9

0
6

6
1
7
,3

7
3

3
0
3
,7

8
9
,5

3
3

－

名
称

業
務

の
概

要
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
精

神
・
神

経
研

究
セ

ン
タ

ー
　

と
の

関
係

役
員

の
氏

名
（
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

現
在

）

公
益

財
団

法
人

精
神

・
神

経
科

学
振

興
財

団

(1
)　

精
神

・
神

経
疾

患
等

に
関

す
る

基
礎

的
、

臨
床

的
調

査
研

究
及

び
精

神
保

健
に

関
す

る
調

査
研

究
の

実
施

及
び

助
成

(2
)　

日
本

人
研

究
者

の
海

外
派

遣
及

び
海

外
研

究
者

の
招

聘
等

国
際

学
術

交
流

の
実

施
及

び
助

成 (3
)　

研
究

業
績

の
発

表
及

び
研

究
集

会
の

開
催

及
び

助
成

(4
)　

若
手

研
究

者
、

技
術

者
、

医
療

従
事

者
等

の
育

成
並

び
に

研
修

の
実

施
及

び
助

成
(5

)　
予

防
及

び
知

識
の

普
及

等
の

広
報

活
動

並
び

に
専

門
的

情
報

の
提

供
(6

)　
国

等
の

天
災

・
地

変
及

び
そ

の
他

の
災

害
等

に
か

か
る

援
助

等
(7

)　
そ

の
他

こ
の

法
人

の
目

的
を

達
成

す
る

た
め

に
必

要
な

事
業

関
連

公
益

法
人

国
立

大
学

法
人

　
東

京
医

科
歯

科
大

学
大

学
院

　
医

歯
学

総
合

研
究

科
精

神
行

動
医

科
学

分
野

犯
罪

精
神

医
学

担
当

教
授

（
元

国
立

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
部

長
）

一
般

正
味

財
産

増
減

の
部

指
定

正
味

財
産

増
減

の
部

正
味

財
産

期
末

残
高

当
期

増
減

額
一

般
正

味
財

産
期

首
残

高
一

般
正

味
財

産
期

末
残

高
費

用
等

当
期

増
減

額
指

定
正

味
財

産
期

首
残

高
指

定
正

味
財

産
期

末
残

高
収

益
の

内
容

費
用

の
内

訳
収

益
の

内
訳

管
理

費
そ

の
他

の
費

用
受

託
補

助
金

等
そ

の
他

の
収

益

法
人

名
基

本
財

産
に

対
す

る
出

え
ん

拠
出

、
寄

附
金

会
費

、
負

担
金

等

債
権

債
務

の
明

細

事
業

収
入

受
取

補
助

金
等

そ
の

他
の

収
益

事
業

費

金
額

5
5
,3

7
7
,5

2
5

0
(0

)
(0

)

公
益

財
団

法
人

精
神

・
神

経
科

学
振

興
財

団
0

0
0

0
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決 算 報 告 書



 



（単位：円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

運営費交付金 1,921,439,000 1,921,439,000 0 1,307,148,000 1,307,148,000 0

施設整備費補助金 98,070,000 98,070,000 0 104,814,000 104,814,000 0

補助金収入 7,129,000 9,461,000 2,332,000
補助金収入が計画より

増加したことによる
64,800,000 71,390,114 6,590,114

補助金収入が計画より

増加したことによる

業務収入 1,808,574,800 2,056,084,682 247,509,882
業務収入が計画よりも

増加したことによる
310,493,467 308,457,532 △ 2,035,935

業務収入が計画より減

少したことによる

その他収入 36,119,000 6,062,935 △ 30,056,065
その他収入が計画より

減少したことによる
109,650 6,363,570 6,253,920

その他収入が計画より

増加したことによる

計 3,871,331,800 4,091,117,617 219,785,817 1,787,365,117 1,798,173,216 10,808,099

支出

業務経費 3,744,230,397 4,067,928,302 323,697,905
業務経費が計画より増

加したことによる
1,605,993,747 1,677,529,568 71,535,821

業務経費が計画より増

加したことによる

施設整備費 236,571,510 103,368,898 △ 133,202,612

有形固定資産取得が計

画より減少したことに

よる

167,375,000 72,114,843 △ 95,260,157

有形固定資産取得が計

画より減少したことに

よる

借入金償還 － － － － － －

支払利息 － － － － － －

その他支出 － － － － － －

計 3,980,801,907 4,171,297,200 190,495,293 1,773,368,747 1,749,644,411 △ 23,724,336

（単位：千円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

運営費交付金 1,036,000 1,036,000 0 227,019,000 227,019,000 0

施設整備費補助金 － － － － － －

補助金収入 3,790,000 68,837,396 65,047,396
補助金収入が計画より

増加したことによる
－ － －

業務収入 8,797,403,691 8,405,624,608 △ 391,779,083
業務収入が計画より減

少したことによる
40,956,888 42,766,639 1,809,751

業務収入が計画より増

加したことによる

その他収入 21,305,943 20,208,260 △ 1,097,683
その他収入が計画より

減少したことによる
9,160,408 6,186,739 △ 2,973,669

その他収入が計画より

減少したことによる

計 8,823,535,634 8,495,706,264 △ 327,829,370 277,136,296 275,972,378 △ 1,163,918

支出

業務経費 7,536,338,647 7,462,936,322 △ 73,402,325
業務経費が計画より減

少したことによる
671,785,556 610,311,227 △ 61,474,329

業務経費が計画より減

少減少したことによる

施設整備費 1,480,115,000 987,545,988 △ 492,569,012

有形固定資産取得が計

画より減少したことに

よる

0 262,913 262,913

有形固定資産取得が計

画より増加したことに

よる

借入金償還 175,658,000 167,576,000 △ 8,082,000 － － －

支払利息 31,027,000 32,084,248 1,057,248 － － －

その他支出 672,000 677,808 5,808
その他支出が計画より

増加したことによる
－ － －

計 9,223,810,647 8,650,820,366 △ 572,990,281 671,785,556 610,574,140 △ 61,211,416

教育研修事業診療事業
区分

決 算 報 告 書
（平成29年４月１日～平成３０年３月３１日）

区分

【国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター】

臨床研究事業研究事業
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（単位：千円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

運営費交付金 50,069,000 50,069,000 0 332,688,000 332,688,000 0

施設整備費補助金 － － － － － －

補助金収入 48,217,000 150,369,000 102,152,000
補助金収入が計画より

増加したことによる
－ － －

業務収入 － － － － － －

その他収入 382,514 180,225 △ 202,289
その他収入が計画より

減少したことによる
623,636,338 702,005,511 78,369,173

その他収入が計画より

増加したことによる

計 98,668,514 200,618,225 101,949,711 956,324,338 1,034,693,511 78,369,173

支出

業務経費 125,617,381 197,606,461 71,989,080
業務経費が計画より増

加したことによる
799,355,886 1,012,794,196 213,438,310

業務経費が計画より増

加したことによる

施設整備費 0 497,921 497,921

有形固定資産取得が計

画より増加したことに

よる

81,686,000 2,877,693 △ 78,808,307

有形固定資産取得が計

画より減少したことに

よる

借入金償還 － － － － － －

支払利息 － － － － － －

その他支出 － － － － － －

計 125,617,381 198,104,382 72,487,001 881,041,886 1,015,671,889 134,630,003

（単位：千円）

予算 決算 差額

収入

運営費交付金 3,839,399,000 3,839,399,000 0

施設整備費補助金 202,884,000 202,884,000 0

補助金収入 123,936,000 300,057,510 176,121,510 補助金収入が計画より増加したことによる

業務収入 10,957,428,846 10,812,933,461 △ 144,495,385 業務収入が計画より減少したことによる

その他収入 690,713,854 741,007,240 50,293,386 その他収入が計画より増加したことによる

計 15,814,361,700 15,896,281,211 81,919,511

支出

業務経費 14,483,321,613 15,029,106,076 545,784,463 業務経費が計画より増加増加したことによる

施設整備費 1,965,747,510 1,166,668,256 △ 799,079,254 有形固定資産取得が計画より減少したことによる

借入金償還 175,658,000 167,576,000 △ 8,082,000

支払利息 31,027,000 32,084,248 1,057,248

その他支出 672,000 677,808 5,808 その他支出が計画より増加したことによる

計 16,656,426,123 16,396,112,388 △ 260,313,735

区分
備考

合 計

法人共通情報発信事業
区分
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監 事 の 意 見
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会計監査人の意見
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